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地層処分研究開発検討委員会

資料第１－２号

地層処分に関する研究開発をとりまく動向

（全体概要）

平成１８年７月２４日

独立行政法人日本原子力研究開発機構

地層処分研究開発部門
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特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（'00）

原子力発電環境整備機構設立('00)

H17取りまとめ('05)

第１次取りまとめ('92)
「地層処分の技術的可能性」

第２次取りまとめ('99)
「地層処分の技術的信頼性」

1976

2040

2020
2010

20002000

2030

1992

研究開発

1986

処分地の選定

地層処分
研究開始

継続
的な
技術
基盤
の強
化

国の政策等

処分場の設計・
建設・操業

東濃鉱山での
地層科学研究('86～'03)

釜石鉱山での
地層科学研究('88～'98)

東海エントリー
試験開始('93)

東海クオリティ
試験開始('99)

超深地層研究所
計画開始('96)

1981

「研究開発等の進め方」
バックエンド対策専門部会報告書('97)

「処分に向けた基本的考え方」
処分懇談会報告書('98)

「制度化のあり方」
原子力部会報告書('99)

原子
力長
期計
画な
ど

幌延深地層研究
計画開始('01)

「安全規制の基本的考え方」
原子力安全委員会報告書('00)

公募開始（‘02.12）

わが国の地層処分計画の流れ
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地層処分基盤研究開発の背景

・国及び研究機関は全体を俯瞰、総合的、計画
的かつ効率的に連携、協力
・知識基盤の整備・維持と事業、規制への活用

原子力安全委員会 原子力委員会 ＪＡＥＡ

原子力の重点
安全研究計画

原子力政策大綱 中期目標

地層処分基盤研究
開発調整会議

中期計画

次期５ヵ年の研究計画

・安全確保の論拠の仕組構築
・人工バリア等の長期評価モデルの
高度化・信頼性確認 等

・技術基盤の継続的強化
・全体計画の作成

・知識ベース開発
・設計・安全評価手法の信頼性
確認、データ拡充
・ＵＲＬ計画
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○処分事業の推進

○経済性･効率性向上
のための研究開発

監督

規制

原子力発電環境
整備機構
（実施主体）

○放射性廃棄物
に係る共通的
技術開発

○ 基本方針の策定

○ 最終処分計画の策定等

○ 安全指針・基準等の
策定

○ 深地層の研究施設，地層処分放射化学研究施設等を活用し，深地層の科学的研究，
地層処分技術の信頼性向上と安全評価手法の高度化に向けた研究開発

○ 資金の管理・運用

○ 技術情報整備と 周辺基盤技術の開発

原子力環境整備促進・資金管理ｾﾝﾀｰ

発電用原子炉
設置者

（電力会社等）

国

日 本 原 子 力 研 究 開 発 機 構

協力・
支援

拠出金

基
盤
情
報

監
督

情
報

積
立
金

事業段階における関係機関の役割

基
盤
情
報
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成果の段階的な取りまとめと反映

年度 2005
(H17)

2010
(H22)

2020
(H32)

処分事業
（原環機構）

文献調査 概要調査 精密調査

（平成20年代前半） （平成30年代後半）

原子力
機構 地層処分技術の信頼性向上と安全評価手法の高度化，知識ベースの開発

①実際の地質環境への地層処分技術の適用性確認②地層処分システムの長期挙動の理解

精密調査地区
の選定

最終処分施設
建設地の選定

安全審査
基本指針

安全規制
（国）

地上からの調査研究段階

における地質環境の

調査・評価技術，

および

設計・安全評価手法の整備

坑道掘削時の調査研究段階

における地質環境の

調査・評価技術，

および

設計・安全評価手法の高度化

地下施設での調査研究段階

における地質環境の

調査・評価技術，

および

設計・安全評価手法の信頼性確認

概要調査地区
の選定

成果の
取りまとめ

地層処分に対する国民各層の理解

安全審査指針
・技術基準

安全
審査
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総合資源エネルギー調査会
原子力部会：放射性廃棄物小委員会等

資源エネルギー庁調査等

事業実施機関 （H17現在）

（財）原子力環境整備促進・
資金管理センター

（財）電力中央研究所

（財）産業創造研究所

（独）産業技術総合研究所

（独）放射線医学総合研究所

地層処分基盤研究開発調整会議

① 研究開発全体計画の策定

② 研究開発の連携に関する調整

③ 成果の体系化に向けた調整

計画等の
提示

成果提供

日本原子力

研究開発機構

（JAEA)

原子力発電
環境整備
機構
（NUMO)

オブザーバー 経済産業省
原子力安全
・保安院

経済産業省
資源エネルギー庁

国の基盤的研究開発

計画等の
提示

成果提供 規制研究機関

（独）原子力安全
基盤機構 等

情報発信

オブザーバー

原子力安全委員会：
特定放射性廃棄物処分安全調査会

実施主体の
技術開発

（経済性・効率性）

国の規制研究

情報発信

大学等有識者意見
（様々な場の活用）

地層処分基盤研究開発調整会議の構成

第2回経済産業省資源エネルギー庁総合資源エネルギー調査会原子力部会放射性廃棄物小委員会（平成17年8月8日開催）配付資料を修正
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日本原子力研究開発機構における
地層処分技術に関する研究開発の概要
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研究開発の役割と目標

事業実施 安全規制

成果の反映

科学的視点が中心

日本原子力研究開発機構

研究開発の目標
①実際の地質環境への
処分技術の適用性確認
②地層処分システムの
長期挙動の理解

工学的視点が中心

関係研究開発機関

・技術情報の整備
・周辺基盤技術の

研究開発
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研究開発目標と課題研究開発目標と課題

地質環境特性の調査・
評価技術の開発

地質環境の長期安定性
に関する研究

（隆起・侵食，
地震・断層活動，火山活動，

ﾅﾁｭﾗﾙｱﾅﾛｸﾞ等）

人工バリア等の基本特
性データベースの開発処分場閉鎖等の工学

技術の信頼性向上

処分技術および安全
評価手法の実際の地質
環境への適用性の確認 核種移行データベース

の整備

安全評価モデルの高度化

人工バリア等の長期
複合挙動に関する研究

安全評価シナリオの充実

深地層における
工学技術の基礎の開発

深地層の
科学的研究

工学技術開発

性能評価研究

実際の地質環境への地層

処分技術の適用性確認

地層処分システム

の長期挙動の理解

研究課題

目標
知
識
ベ
ー
ス
の
開
発
，
知
識
管
理
シ
ス
テ
ム
の
構
築
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（イメージ図）

エントリー クオリティ

東海研究開発センター

安全評価手法の高度化処分技術の信頼性向上

（イメージ図）

深地層の
科学的研究

●超深地層研究所計画
(結晶質岩)

東濃地科学センター
●幌延深地層研究計画(堆積岩)

幌延深地層研究センター

深地層の科学的研究

処分技術の信頼性向上

安全評価手法の高度化

（イメージ図）

原子力機構の研究開発施設と担当分野
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２つの深地層の研究施設計画

瑞浪超深地層研究所
（岐阜県瑞浪市）

幌延深地層研究所
（北海道幌延町）

花崗岩
（結晶質岩）

淡水系

硬 岩

（イメージ図）

泥 岩
（堆積岩）

塩水系

軟 岩

地下水

鉱物粒子

（イメージ図）

割れ目

地下水

段階的な
調査研究
の進め方

第１段階：地上からの調査研究段階

第２段階：坑道掘削時の調査研究段階

第３段階：地下施設での調査研究段階
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スウェーデンスウェーデン

フランスフランス スイススイス

エネルギー省エネルギー省
(DOE)(DOE)
・・LBNLLBNL
・・PNNLPNNL
・・SNLSNL
・・LLNLLLNL

AECLAECL

SKBSKB

ANDRAANDRA
CEACEA

NagraNagra

国際共同プロジェクト国際共同プロジェクト
OECD/NEAOECD/NEAなどなど

大韓民国大韓民国

KAERIKAERI
カナダカナダ

アメリカアメリカ
合衆国合衆国

AECL地下研究施設における
トンネルシーリング試験

グリムゼル原位置試験場における
トレーサー試験

エスポ地下研究施設における
坑道掘削試験

サンディア国立研究所(SNL)との
岩石中拡散・コロイド移行挙動試験

国際協力・国際共同プロジェクト
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原子力機構の組織概略図

（研究開発部門）

（研究開発拠点）
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深
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研

究

セ

ン

タ

ー

東

濃

地

科

学

セ

ン

タ

ー

東

海

研

究

開

発

セ

ン

タ

ー

大

洗

研

究

開

発

セ

ン

タ

ー

安 全 研 究 センター

先端基礎研究センター

原子力基礎工学研究部門

地 層 処 分 研 究 開 発 部 門

量子ビーム応用研究部門

核燃料サイクル技術開発部門

核 融 合 研 究 開 発 部 門

バックエンド推進部門

次世代原子力システム研究開発部門

（運営管理部門）

経 営 企 画 部

総 務 部

法 務 室

人 事 部

労 務 部

財 務 部

契 約 部

理 事 長

敦

賀

本

部

安 全 統 括 部

広 報 部

産 学 連 携 推 進 部

国 際 部

建 設 部

研 究 技 術 情 報 部

システム計算科学センター

核不拡散科学技術センター

原 子 力 研 修 セ ン ター

原子力緊急時支援・研修センター

（事業推進部門）

東 京 事 務 所

監 査 室

監 事
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地層処分研究開発部門の組織

副部門長

研
究
計
画
グ
ル
ー
プ

知
識
化
グ
ル
ー
プ

シ
ス
テ
ム
性
能
研
究
グ
ル
ー
プ

ニ
ア
フ
ィ
ー
ル
ド
研
究
グ
ル
ー
プ

核
種
移
行
研
究
グ
ル
ー
プ

Ｔ
Ｒ
Ｕ
廃
棄
物
処
分
研
究
グ
ル
ー
プ

研
究
開
発
統
括
ユ
ニ
ッ
ト

地
層
処
分
基
盤
研
究
開
発
ユ
ニ
ッ
ト

堆
積
岩
工
学
技
術
開
発
グ
ル
ー
プ

堆
積
岩
地
質
環
境
研
究
グ
ル
ー
プ

幌
延
深
地
層
研
究
ユ
ニ
ッ
ト

結
晶
質
岩
工
学
技
術
開
発
グ
ル
ー
プ

結
晶
質
岩
地
質
環
境
研
究
グ
ル
ー
プ

東
濃
地
科
学
研
究
ユ
ニ
ッ
ト

自
然
事
象
研
究
グ
ル
ー
プ

研
究
開
発
推
進
室

部門長
東海エントリー駐在

東京駐在

幌延駐在東濃駐在
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中期目標の概要

○中期目標は，主務大臣（文部科学省，経済産業省）により定められる。

○中期目標の期間
平成１７年（2005年）１０月１日から平成２２年（2010年）３月３１日までの
４年６ヶ月

高レベル放射性廃棄物の処理・処分技術に関する研究開発（抜粋）

高レベル放射性廃棄物の地層処分の実現に向け、基盤的な研究開発
を着実に進め、地層処分技術の信頼性の向上を図り、原子力発電環境
整備機構による処分事業と、国による安全規制を支える知識基盤として
整備する。
そのため、瑞浪と幌延の深地層の研究計画について、中間的な深度まで
の坑道掘削時の調査研究を進める。あわせて工学技術や安全評価に関
する研究開発を他の研究開発機関と連携して実施し、これらの成果を地
層処分の安全性に係る一連の論拠を支える知識ベースとして体系化する。
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中期計画の概要中期計画の概要

地層処分研究開発
・処分技術の信頼性向上（人工バリアの特性，長期複合挙動等）
・安全評価手法の高度化（核種データベース，安全評価モデル等）

深地層の科学的研究
・深地層の研究施設計画（瑞浪，幌延）
・地質環境の長期安定性に関する研究（火山，活断層等）

処分事業

（NUMO)

国の安全規制

○中期計画は，中期目標を達成するため機構が作成
○高レベル放射性廃棄物の処理・処分技術に関する研究開発（抜粋）
機構は，我が国における地層処分技術に関する研究開発の中核的役割を担い，処分
実施主体である原子力発電環境整備機構による処分事業と，国による安全規制の両面
を支える技術を知識基盤として整備していく。

◆「地層処分研究開発」と「深地層の科学的研究」について他の研究開発機関

と連携して研究を推進

◆その成果を地層処分の安全確保の考え方や評価に係る様々な論拠を支える

「知識ベース」として体系化

◆ 国内外の専門家によるレビュー等を通じて，包括的な報告書と知識ベースと

して取りまとめ
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長半減期低発熱放射性廃棄物の
処分技術に関する研究開発
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国 の 動 き （長半減期低発熱（TRU） 廃棄物）

• 原子力委員会
–高レベル放射性廃棄物との併置処分等の技術的
成立性が定例会（平成18年4月１８日）にて了承

• 資源エネルギー庁
– ＴＲＵ廃棄物処分の法制化に向けた準備の開始
–研究開発の効率的な推進のための役割分担の
検討（役割分担マップの作成）

• 原子力安全・保安院
–規制に向けた情報収集に着手
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長半減期低発熱放射性廃棄物（ＴＲＵ廃棄物）
地層処分計画の流れ

研究開発

国の政策等

第1次TRUレポート
（処分概念検討書）

｢処分の具体的な方法と
安全性の見通し｣

第2次TRUレポート
（処分技術検討書）

｢詳細化、合理化を反映した
処分の技術的成立性、安全性｣

1991

処分研究
本格的着手 1997

電気事業者等との
協力協定締結

2000

2005

｢TRU核種を含む放射性廃棄
物の処理処分について｣
原子力委員会放射性廃棄物
対策専門部会報告書（’91)

｢原子力開発利用長期計画｣
原子力委員会（’94)

｢原子力政策大綱｣
原子力委員会（’05)

｢超ウラン核種を含む放射性
廃棄物の処理処分の基本的

考え方について｣
原子力委員会原子力バック
エンド対策専門部会（’00)

｢原子力開発利用長期計画｣
原子力委員会（’00)

｢長半減期低発熱放射性廃棄物の地層処
分の基本的考え方－高レベル放射性廃棄
物との併置処分等の技術的成立性－｣

原子力委員会長半減期低発熱
放射性廃棄物処分技術検討会（’06)

1994

制度化
実施主体
設立

2010

次期とりまとめ
｢HLWとの併置処分の詳細評価｣（予定）

継続
的な
技術
基盤
の強
化・H

LW

との
併置
処分
の詳
細評
価

20202030
2040

処分地選定・
サイト調査

処分場の設
計・建設・操業
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TRU廃棄物と高レベル放射性廃棄物の
併置処分の基本的考え方

• 地層処分対象廃棄物の相互影響について検討
• 各々の影響が小さくなるように処分施設の
レイアウトを検討
– 各々の廃棄物の処分が影響を及ぼす因子として以下の影響を評価

• 熱
• 有機物
• 硝酸塩
• 高pH

ＴＲＵ廃棄物

処分施設

ＨＬＷ処分施設

ＴＲＵ廃棄物処分施
設の人工バリアへ
の影響(熱影響）

ＨＬＷ処分施設の人工バリア
への影響(硝酸塩，高pH影響）

ＨＬＷ処分施設周辺の天然バリアへ
の影響(有機物，硝酸塩，高pH影響）

ＴＲＵ廃棄物

処分施設

ＨＬＷ処分施設

ＴＲＵ廃棄物処分施
設の人工バリアへ
の影響(熱影響）

ＨＬＷ処分施設の人工バリア
への影響(硝酸塩，高pH影響）

ＨＬＷ処分施設周辺の天然バリアへ
の影響(有機物，硝酸塩，高pH影響）
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併置処分の概念例と相互影響

相互影響

因子
影響

熱

(高レベル放射性廃棄物
→TRU廃棄物)

セメントの

吸着性低下

有機物

(TRU廃棄物→高レベル
放射性廃棄物)

溶解度上昇

収着分配係数低下

硝酸塩

(TRU廃棄物→高レベル
放射性廃棄物)

収着分配係数低下

金属腐食

高pH
(TRU廃棄物→高レベル
放射性廃棄物)

ベントナイト変質

金属腐食

ガラスの溶解

高レベル放射性廃棄物

TRU廃棄物

共通地上施設

諸外国の併置処分概念と同様に、約300mの離間距離の確保により相互影響を回避することが可能。

なお、実際の処分サイトにおいては、多様な地質環境条件に応じて、高レベル放射性廃棄物の場合

と同様、処分施設の配置、工学的対策など有効な措置を組み合わせることが可能。
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